
1 ．はじめに
　自然災害の被害は，台風や地震などその原因と
なる現象による力（hazard，外力）によってもた
らされる。外力の規模と災害の規模の関係を示す
ことができれば，災害の発生が予想されるときに
社会に対して注意を喚起する上で重要な情報とな
り得るが，こうした関係は必ずしも明確になって
いるわけではない。また，外力の規模と災害

（disaster，被害）の規模の関係は 1：1 ではなく，
長期的に見ればインフラ整備など社会環境の変化
の影響を受けることが考えられるが，その実態も
十分に明らかになっていない。外力と災害の関係
の変化を長期的に検討するためには，時代を問わ
ず得られ，共通に扱うことが出来る基本的な要素
に基づいた指標を用いる必要がある。また，災害
時に社会へ向けた注意喚起を行うことを考えると，
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Abstract

To show the relationship between typhoon strength and the scale of damage, we calculated 
typhoon strength using a simple index that combines the central pressure and the size of the 
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typhoons of the same strength has decreased over time, and this was also true for recent typhoons.
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なるべく簡便な指標でわかりやすく表現すること
ができれば，効果的であると期待される。
　災害をもたらす自然現象にも様々なものがある
が，本調査では全国各地に高頻度に災害をもたら
している気象を対象とし，その勢力というパラ
メータにより一意に外力を評価することが期待で
きる台風に着目する。
　気象庁では，台風について1991年以降は中心付
近の最大風速に準拠する「強さ」と平均風速
15m/s以上の強風が吹く領域（以下，強風域）に
準拠する「大きさ」で勢力の目安を表しており（気
象庁予報課，1991），1991年以前の「強さ」は中心
気圧に，「大きさ」は1,000 hPaの等圧線に囲まれ
た領域の半径にそれぞれ準拠していた（舘，1962）
が，現在まで単一に勢力を表す指標は使用されて
いない。しかし，過去においては長期間に勢力と
被害との関係を検討することを目的として，単一
の指標（中心気圧，工率，M（台風マグニチュー
ド））で勢力を見積もった調査が行われている。
　高橋（1954）は，1938～1952年に上陸した主な
台風について日本に上陸した時の「中心気圧」を
勢力とし，被害（死傷者数，全半壊家屋数，流失
家屋数など）との関係を調査し，上陸した台風の
中心気圧が低いほど被害が大きくなる傾向を見出
している。
　高橋（1951）は，台風が 1 秒間ごとに失うエネ
ルギーを，台風と地面と空気の摩擦により失われ
る運動エネルギー（右辺第一項）と大気中の流れ
の勾配によって失われる運動エネルギー（右辺第
二項）の和として中心気圧（Δ P：上陸時の中心気
圧と1,010 hPaの差，単位：hPa）と台風領域の半
径（R：上陸時の台風領域の半径，単位：km）を
用いた「工率（W ）」として以下のように定義［1］し，
上陸時の工率を台風の勢力として，1934～1950年
に日本に上陸した 7つの台風による死者数および
全壊家屋数と比較した。その結果，上陸した台風
の工率が大きいほど被害が大きくなる傾向が見ら
れた。

W＝1.5×1012Δ P R 2＋1.7×1013Δ P R  （erg/sec）

　高橋（1954）は1938～1952年，船津（1962）は

1940～1959年，高橋（1969）は1933～1961年に上
陸した主な台風について，日本に上陸した時の工
率を台風の勢力として被害（死者数，全壊家屋数
など）との関係を調査し，上陸した台風の工率が
大きいほど被害が大きくなる傾向を見出している。
倉嶋・原（1972）は1961～1971年に日本に上陸し
たすべての台風について，日本に上陸した時の工
率と死者数との関係を調べ，これを高橋（1954）
による1938～1952年の結果と比較した。上陸時の
台風の工率が大きいほど被害も大きくなるという
傾向は時代が経過しても維持されるものの，1938
～1952年において死者1,000人以上の大きな被害
をもたらしたものと同程度の勢力の台風が上陸し
ても，1961～1971年については同様な被害は生じ
なくなったことなど，その度合いは時代が経過す
るごとに緩和されるという傾向も見出された。倉
嶋・他（1984）は1971～1980年に本州に上陸した，
横山・高瀬（1990）は1974～1988年に日本に上陸
した台風すべてについて，日本に上陸した時の工
率と死者・行方不明者数との関係を調べ，高橋
（1954）および倉嶋・原（1972）の結果と比較した。
倉嶋・原（1972）と同じく，上陸時の台風の工率
が大きいほど被害が大きくなるという傾向が見え，
その度合いは時代を経るごとに少なくなっている
ことが見られた。
　福眞・櫃間（1991）は，台風の強さと大きさを
総合した指標を「M（台風マグニチュード）」とし
て，強さの階級と大きさの階級をあわせて数値化
したものとして表 1のように定義して，1961～
1990年に日本に上陸したすべての台風について犠
牲者（死者・行方不明者数）の関係を調べた。工
率による結果と同じく，Mが大きいほど犠牲者
は増加する傾向が見られた。また，同一規模の台
風による犠牲者数は，1961～1970年に比べ1981～
1990年は犠牲者が約半分になるなど，時代を経る
ごとに犠牲者数が少なくなる傾向も見られた。福
眞（1992）は1951～1990年に日本に上陸したすべ
ての台風についてMと犠牲者との関係を，福眞
（1993）はMと住家被害及び船舶被害との関係を
調べ，福眞・櫃間（1991）と同様の傾向が見られ
ること，住家・船舶被害の減少は人命被害に比べ
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より大きな減少傾向を示すことを見出している。
　近年においては，こうした台風の勢力を表す指
標を用いた，外力と被害の関係については調査さ
れていない。近年においても引き続き台風の勢力
が強いほど被害が大きくなる傾向が維持されてい
るのか，またその度合いについて，時代を経る事
による変化が生じているのかということは興味深
い。また，簡便な台風の勢力を表す指標と被害に
一定の関係があるとわかれば，今後来襲する台風
の予想勢力からある程度の被害の見積もりを行い，
リアルタイムに注意喚起を行う事も期待できる。
こうした動機のもと，本調査では1951～2023年に
日本に上陸したすべての台風について，長期間に
渡り連続性がある指標である工率を用いて上陸時
の台風の勢力を評価し，集計の時期による基準の
変動が比較的少ない死者・行方不明者数を被害の
指標として，その関係を調査する。
　一方で，先行研究における工率を算出する際に
必要な台風の大きさは，台風領域と見なされる等
圧線に囲まれた領域からそれぞれの方法で得られ
る半径から導出しており，半径の導き方および等
圧線の選び方により，その長さおよびそこから得
られる台風の大きさには作業者間の差が発生する
ことが避けられない。加えて，台風領域を特定し
半径を導出するには天気図を取り寄せることが必
要で，決して簡便に算出できる指標ではないとい
える。そこで，統一的かつ簡素な指標として用い
ることができる台風の大きさの指標として，現在
気象庁により台風の大きさとして使用されている
強風域（平均風速15m/s以上の強風が吹く領域）
の半径（以下，強風半径）を用いて工率を算出し，
被害との関係を調査する。もし等圧線に囲まれた
領域から得られる半径（以下，等圧線半径）から

算出する工率に比べ同程度もしくはよい対応であ
れば，被害と対応が可能なより簡便な指標を得る
ことになる。
　また，工率を算出する式はやや煩雑で，等圧線
半径，強風半径のいずれを用いる場合でも算出に
は一定の手間が発生する。より簡便な，計算を要
しない指標として，台風上陸時の中心気圧を勢力
とすることも模索する。

2 ．�利用資料
　本調査に利用した資料は項目別に以下の通りで
ある。

2. 1　�上陸時刻，中心気圧
　上陸時刻，中心気圧は，気象要覧（1951～2000
年，中央気象台・気象庁作成）および台風位置表
（2001～2023年，気象庁作成）を用いた。

2. 2　�台風の領域，等圧線半径
　台風の領域を導出し，等圧線半径を算出するた
めの天気図は，09時及び21時のものは極東天気図
（1951～1958年 7 月，中央気象台・気象庁作成）
およびアジア太平洋天気図（1958年 8 月～2023年，
気象庁作成），03時及び15時のものは速報天気図
（1951～1996年，中央気象台・気象庁作成）およ
びアジア太平洋天気図（1997～2023年，気象庁作
成）を用いた。

2. 3　�強風半径
　強風半径は，台風ベストトラック（1977～2023
年，気象庁作成）を用いた。

表 1　台風の強さと大きさを総合した指標「M」（福眞・櫃間，1991）

大きさ
ごく小型 小型 中型 大型 超大型

強さ

弱い Ⅰ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
並み Ⅱ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ
強い Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ

非常に強い Ⅳ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ
猛烈な Ⅴ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ
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2. 4　�死者・行方不明者数
　死者・行方不明者数は気象要覧（1951～1988年，
中央気象台・気象庁作成），全国異常気象慨報
（1989～2013年，気象庁作成），消防白書（2014～
2022年，消防庁作成）および被害及び消防機関等
の対応状況（2023年，消防庁作成）を用いた。

3 ．�台風の勢力と被害の比較
　本章では，1951～2023年に日本に上陸した台風
213個について台風の勢力と被害（死者・行方不
明者数）との関係を調査する。3.1節では台風の中
心気圧および等圧線半径を用いて算出した工率
（以下，等圧線工率），3.2節では台風の中心気圧，
3.3節では台風の中心気圧および強風半径を用い
て算出した工率（以下，強風工率）をそれぞれ台
風の勢力として被害との関係を調査，またそれぞ
れの指標の比較も行う。
　まず1951～2023年に日本に上陸した台風により
生じた死者・行方不明者数を年ごとに示す（図 1）。
なお，死者・行方不明者が 0人であった41個につ
いては除外している。また，ほぼ同時に複数の台
風が上陸した場合（ 3 例）には，被害（死者・行
方不明者）がどちらの台風によるものかの区別が
困難なため，勢力の大きい台風に統合している。
　1,000人以上の死者・行方不明者が出た台風は
1950年代までに，100人以上の死者・行方不明者

が出た台風は1970年代までに限られるなど，年を
経るごとに台風による被害が小さくなっているこ
とが見られる。しかし，1980年代から2010年代に
かけてもおよそ10年ごとに100人近くの死者・行
方不明者が出た台風がある。
　死者・行方不明者数の分布変化を定量的に見る
ために，20年（2011～2023年は13年）ごとの上陸
台風による死者・行方不明者数を 4つに区分して
集計したものが表 2である。1950～60年代には約
2 割の上陸台風が100人以上の死者・行方不明者
を出していたが，1970年代以降は 1つの上陸台風
により100人以上の死者・行方不明者は出ていな
いことが見られる。また，10～99人の死者・行方
不明者を出した上陸台風も時代を経るごとに徐々
に減っていることが見られる。

3. 1　�等圧線工率
　本節では，等圧線工率（台風の中心気圧および
等圧線半径を用いて算出した工率）を台風の勢力
とし，被害（死者・行方不明者数）との関係を調
査する。関係を調査する前に，等圧線半径の導出
方法および等圧線工率の算出方法について触れ，
先行研究において導出された等圧線工率との比較
を行う。
（1）�算出方法
　 1 章にて前述した高橋（1951）により定義され

年1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010

死者・行方不明者
（人）
10000

1000

100

10

1
2020

図 1　1951～2023年に日本に上陸した台風による死者・行方不明者数
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た式を本稿でも用い，工率（W ）を求める。なお，
単位は高橋（1951）が用いた「erg/sec」から SI単
位系である「J/sec（以下，J/sと表記）」にと変更
するため，以下のような式となる。なお，Δ Pは
「上陸時［2］の中心気圧と1,010 hPaの差（単位：
hPa）」，Rは「上陸時の台風領域の半径（単位：
km）」である。

W＝1.5×105Δ P R 2＋1.7×106Δ P R  （J/s）

　本節における「台風領域」とは，高橋（1951）に
ある「ほぼ円形に近い等圧線の範囲をもって台風
の範囲とする」との記述を参考とし，「天気図に
おいて等圧線が密に閉じた範囲（凹部を含んでも
よい）」とした。図 2に平成16年台風第22号につ
いて採った円形の等圧線を示す（点線）。北東側
に凹となっているが，先行研究ではこの程度の凹
部は許容することにしているため，多くの場合こ
の領域の半径を一意に決定できない。倉嶋・他
（1984）は可能な限り作業者による値のずれを少
なくするために「長径 2個，短径 2個を読み取り，
それを平均」する方法を採ったが，これによって
もまだ作業者により値が異なる懸念がある。そこ
で本調査では領域における長さを直接測りとる方
法を取らず，台風領域の面積を算出し，そこから
逆算して半径を求める方法を採用する［3］。導出方
法を以下に述べる。
① 天気図上での台風領域のピクセル数（A）を画
像解析ソフト（ImageJ：https://imagej.net/soft 

ware/imagej/）によって得る。
② 天気図上で定まった面積を持つと分かっている
領域（本調査ではこれを東経130～140度の経線
および北緯30～40度の緯線に囲まれた領域とし

た）のピクセル数（B）を同ソフトによって得る。
③ Aを Bで除算し，Bの面積（地球を回転楕円体
と仮定して計算を行い約 1.01×106 km2 と算出
している）で乗算することで台風領域の面積を
算出する。
④ 台風領域を円であると見なして，面積から円の
半径を逆算することで「台風領域の半径（台風
の大きさ）」を算出する。
　なお，図 2に示した平成16年台風第22号につい
ては，上記の導出方法により台風領域の半径とし
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表 2　上陸台風に対する死者・行方不明者数の分布

期間［上陸数］ 0人 1～ 9人 10～99人 100人以上
1951～1970［64］  6（ 9 ％） 18（28％） 28（44％） 12（19％）
1971～1990［49］  9（18％） 20（41％） 18（37％）  2（ 4 ％）
1991～2010［56］ 14（25％） 28（50％） 14（25％）  0（ 0 ％）
2011～2023［41］ 12（29％） 24（57％）  5（12％）  0（ 0 ％）
全期間［210］ 41（19％） 90（43％） 65（31％） 14（ 7 ％）

2 ～ 5 列目の先頭行は死者・行方不明者の数， 2～ 5 列目の 2行目以降の数字は上陸し
た台風の数，カッコ内は期間内の全上陸数に対する割合を示す。

図 2　 2004年10月 9 日15時（06UTC）のアジア太
平洋天気図（気象庁，抜粋）

本調査では太点線に囲われた部分を「台風領域」とした。
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て約484 kmという値を得ている。
（2）�先行研究による等圧線工率との比較
　図 3は，1971～1980年において上陸した台風21
個について，本調査と倉嶋・他（1984）にて算出
された上陸時の等圧線工率を比較したものである。
全体に本調査において算出した等圧線工率よりも，
倉嶋・他（1984）の等圧線工率の方が大きい傾向
にある（傾き 1の太い点線の上部により多くの点
が分布している）。（図中に薄い灰色で示す）0.8～
1.25倍の範囲に66％（14個）の台風が入っており，
（図中に濃い灰色で示す）0.9～1.11倍に狭めた場
合は33％（ 7個）の台風が入る。
　等圧線工率の作業者間の比較の議論は倉嶋・原
（1972）でも行われている。その際にも同じ台風
に対する等圧線工率の作業者による相違が指摘さ
れており，「円形等圧線の半径を求めるのに若干
の主観がはいるため，台風の工率の数値は調査す
る人によっていくぶん異なってくる」との記載が
ある。しかし一方で，「（台風の工率の数値は）ケ
タ数までは異なることはない」「この程度の数値
の相違は，本調査で得られた結論には相違しな
い」と結論に大きな影響はないとしている。本調
査で行う勢力と被害（死者・行方不明者数）の解
析（3.1（4））でも工率を対数として10倍を 1 目盛
りとして軸を取るため，1.25倍の相違は約0.1目盛

りというわずかな差として表示されることもあり，
こうした相違は本調査の結論に対して大きな影響
を及ぼすことはないと考える。しかし，台風に
よっては倉嶋・原（1972）では 2 倍以上，本調査
でも 2倍程度の小さくない相違が見られるものも
ある。本調査では作業者による相違をできるだけ
少なくするように等圧線半径の導出方法を模索し
たが，それでも等圧線の選び方により相違は生じ
うるため，より簡素に台風の勢力の算出方法を検
討する必要はある。
（3）�調査期間における等圧線工率
　図 4は，1951～2023年に日本に上陸した台風に
ついて，上陸時の等圧線工率を年ごとに示したも
のである。概して工率の小さい上陸台風ほど数が
多いことが見られる。また，時代を経るごとに等
圧線工率の大きい台風の上陸が増えている，ない
しは減っているなどの明瞭な時代による変遷は見
られないものの，等圧線工率が突出して大きい
（15.0×1013 J/s以上の）上陸台風が1950～60年代
に見られる。しかし，近年においてこうした台風
は上陸していない。
（4）�死者・行方不明者数の関係
　図 5は，台風の上陸時の等圧線工率とその台風
による死者・行方不明者数を両対数の散布図にプ
ロットしたものである。

図 3　 1971～1980年に上陸した台風について，本調査と倉嶋・他（1984）
にて算出された上陸時の等圧線工率
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　調査した全期間において，等圧線工率が大きく
なるとともに死者・行方不明者が増加するという
先行研究でも見られたものと同様の傾向が見られ
る。また，1991～2023年の相関係数（R）が他期
間に比べ小さくなっていることから，近年はその
傾向がやや不明瞭であるといえる。また，回帰直
線が近年になるに従いグラフの下部に移動してい
き，また傾きも小さくなってきていることから，
近年になるにつれて同じ等圧線工率の台風による

死者・行方不明者は少なくなっており，より等圧
線工率の大きい台風に対しては顕著に死者・行方
不明者数が減少しているといえる。この傾向も先
行研究で見出された結果と一致しており，先行研
究では調査されていない1990年代以降もこの傾向
が継続していることが見られる。故に今後上陸す
る台風について近年（1991～2023年）の関係をも
とに，例えば約3.0×1013 J/sの工率を持つ台風が
上陸したときに，およそ 6名の死者・行方不明者

工率
（×1013J/s）

年

20.0

15.0

10.0

5.0

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010
0.0

2020

図 4　1951～2023年に日本に上陸した台風の上陸時工率
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期間 プロット 回帰直線

1951-1970 ■

1971-1990 〇

1991-2023 ▲

図 5　 1951～2023年に日本に上陸した台風の上陸時の等圧線工率と死者・
行方不明者数の関係

3期間に分け，それぞれ凡例の通りのプロット記号，線を用いて散布図，回帰直線
を描いている。また，それぞれの期間における上陸台風の数（N），回帰直線の式，
相関係数（R）を左上部分に記載する。
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が出る可能性がある，というように上陸時の等圧
線工率からおおよその被害を見積もることは可能
と考える。しかし前述のように，1970年代以降に
おいては等圧線工率が突出して大きい台風の上陸
事例がないため，同等の勢力を持つ台風がもし現
代に上陸したとして，死者・行方不明者数がかつ
てより減少するとは限らない。
（5）�死者・行方不明者 0 人の台風
　図 5は，死者・行方不明者 0人の台風を除外し
ている。これらの事例を取り上げるため，1951～
2023年に日本に上陸した台風について，上陸時の
等圧線工率を年ごとに示したもの（図 4）の死
者・行方不明者 0 人の台風について記号を「◇」
に変えたものを図 6に示している。死者・行方不
明者 0 人の台風は，等圧線工率が比較的小さい
（5.0×1013 J/s以下）の台風に限られている。また，
1980年代まではその中でも等圧線工率がより小さ
い台風（1.0×1013 J/s以下）にほぼ限定されてい
たが，1990年代からはそれよりも等圧線工率が大
きい台風（2.0×1013 J/s以上）の台風にも死者・
行方不明者 0人のものが出てきている，等圧線工
率がより大きい台風による被害も減ってきている
ことを示唆する変化が見られる。
　表 2の 2 列目に，10年（2011～2023年は13年）
ごとの死者・行方不明者が 0人であった台風の数

とその期間に上陸した台風に対する割合を示して
いるが，これを見ると1950～60年代は台風の数に
占める死者・行方不明者が 0人の台風の割合がお
よそ10％であったものが，1970～80年代にはおよ
そ20％，1990年代以降はおよそ30％と，徐々に割
合が高くなっていることが見られ，図 6によるも
のと同じく台風による被害が年々減っている傾向
が見られる。

3. 2　�中心気圧
　3.1（2）にて先述した通り，等圧線工率の算出に
際しては台風領域と見なす等圧線の選び方が作業
者により異なる可能性があり，それによって導出
される半径に相違が生じる可能性がある。また，
台風の領域面積，半径を見積もるには天気図を取
り寄せ，解析を行うという手間が生じる。そこで
一意かつ簡素に勢力を見積もる方法として，台風
の中心気圧を用いた方法を検討する。
　本節では，上陸時の台風の中心気圧を台風の勢
力とし，3.1節と同様に被害（死者・行方不明者
数）との関係を調査する。また，3.1節での等圧線
工率による結果を比較し，被害の見積もりに際し
て，等圧線工率のように利用可能かどうかについ
ても模索する。
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図 6　死者・行方不明者が 0人であった台風の上陸時の等圧線工率
図 4（1951～2023年に日本に上陸した台風の上陸時の等圧線工率）について，死者・
行方不明者が 0人であったものについて表示を「◇」としている。
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（1）�調査期間における台風の中心気圧
　図 7は1951～2023年に日本に上陸した台風213
個について，上陸時の中心気圧を年ごとに示した
ものである。
　全時代に共通して，960～990 hPaの中心気圧で
上陸した台風が多い。また，時代を経るにつれて
中心気圧の低い（勢力が強い）台風の上陸が増え
ている，または減っているなどの明瞭な相違は見
られないなかで，1970～80年代において950 hPa

未満の上陸台風が他の期間に比べ少ないこと，

1950～60年代においてのみ930 hPa未満の台風が
上陸していることなど，細かい相違が見られる。
（2）�死者・行方不明者数との関係
　図 8は，1951～2023年に日本に上陸した台風に
ついて，台風の上陸時の中心気圧とその台風によ
る死者・行方不明者数を，後者のみ対数軸にした
散布図にプロットしたものである。なお，図 5と
同様，死者・行方不明者が 0人であった41個につ
いては除外し，ほぼ同時に複数の台風が上陸した
場合（ 3例）は，中心気圧の低い（勢力の大きい）
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図 7　1951～2023年に日本に上陸した台風の上陸時中心気圧
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図 8　 1951～2023年に日本に上陸した台風の上陸時中心気圧と死者・行方
不明者数の関係

3期間に分け，それぞれ凡例の通りのプロット記号，線を用いて散布図，回帰直線
を描いている。また，それぞれの期間における上陸台風の数（N），回帰直線の式，
相関係数（R）を左上部分に記載する。
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台風に統合している。
　調査した全期間において，勢力が大きく（中心
気圧が低く）なるとともに死者・行方不明者数が
増加するという傾向が見られる。また，1991～
2023年の相関係数（R）が他期間に比べ小さくなっ
ていることから，近年はその傾向がやや不明瞭で
あるといえる。また，回帰直線が近年になるに従
いグラフの下部に移動していることから，近年に
なるにつれて同じ中心気圧で上陸する台風による
死者・行方不明者は少なくなっているといえる。
しかし，1970年代以降については930 hPa未満の
中心気圧を持つ台風の上陸事例がなくなっている
ため，この勢力を持つ台風が今後上陸した場合，
死者・行方不明者数がかつてより減少するとは限
らない。
　この結果を，等圧線工率を勢力とした被害との
関係（3.1（4），図 5）と比較すると，「勢力が大き
くなるとともに死者・行方不明者数が増加すると
いう傾向」および「近年になるにつれて同様の勢
力で上陸する台風による死者・行方不明者は少な
くなる傾向」については一致しているといえる。
また，それぞれの年代の相関係数（R）の値より，
等圧線工率を勢力としたものの方が，わずかに相
関が強いといえるがその差は大きくなく，等圧線
工率の代わりに，中心気圧を用いて台風の勢力を

評価し，被害を見積もることは十分可能と考えら
れる。
（3）�死者・行方不明者0人の台風
　前項（2）における分析は，死者・行方不明者数
を対数軸にプロットしたため，死者・行方不明者
が 0人の事例を除外している。これらの事例につ
いて評価するために，1951～2023年に日本に上陸
した台風について，上陸時の中心気圧を年ごとに
示したもの（図 7）の死者・行方不明者が 0 人で
あった台風について記号を「◇」に変えたものを
図 9に示している。死者・行方不明者が 0人の台
風は，比較的勢力の小さい（960 hPa以上）の台
風に限られている。また，1980年代まではその中
でもより勢力の小さい台風（975 hPa以上）に限
定されていたが，1990年代からはそれよりも勢力
の大きい台風（970 hPa以下）の台風にも死者・
行方不明者が 0人のものが出てきている，より勢
力が大きい台風による被害も減ってきている，と
いう時代による変化が見られる。

3. 3　�強風工率
　3.1（2）にて先述した通り，等圧線工率の算出に
際しては台風領域と見なす等圧線の選び方が作業
者により異なる可能性があり，それによって導出
される等圧線半径に相違が生じる可能性がある。
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図 9　死者・行方不明者が 0人であった台風の上陸時の中心気圧
図 7（1951～2023年に日本に上陸した台風の上陸時中心気圧）について，死者・行
方不明者が 0人であったものについて表示を「◇」としている。
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また，台風の領域面積，半径を見積もるには天気
図を取り寄せ，解析を行うという手間が生じる。
そこで一意かつ簡素に工率を求める方法として，
台風の大きさに強風半径を用いる方法を検討する。
強風半径を用いて得られた工率（強風工率）を台
風の勢力とし，3.1節と同様に被害（死者・行方不
明者数）との関係を調査する。また，3.1節での等
圧線工率による結果と比較し，被害の見積もりに
際して等圧線工率のように利用可能かどうかにつ
いても模索する。
（1）�算出方法，強風半径と等圧線半径および強風

工率と等圧線工率の比較
　台風の強風半径は台風の強風域（平均風速
15m/s以上の強風が吹く領域）の半径のことを
いい，台風ベストトラック（気象庁）データにま
とめられている（1977年～）。なお，台風の中心
に対して等しく風が吹いていない状況では，「南
西側600 km，北東側400 km」など，偏った分布
となることもあるが，その場合はこの値を平均し
たものを強風半径とし，これを半径 Rとして3.1
（1）にて記載した式に代入，計算して強風工率を
得る。
　図10は1977～2023年において上陸したすべての
台風133個について，等圧線半径と強風半径の上
陸時の値をプロットした散布図である。等圧線半
径が大きくなれば強風半径も大きくなるという正

の相関があり，回帰直線（点線）から強風半径は
等圧線半径に対して約0.8倍と，やや小さくなる
傾向が見られる。
　図11は1977～2023年において上陸したすべての
台風133個について，等圧線工率と強風工率の上
陸時の値をプロットした散布図である。等圧線工
率が大きくなれば強風工率が大きくなるという傾
向がみられ，互いの相関も強い。また，回帰直線
から（点線）から強風工率は等圧線工率に対して
やや小さくなる，半径と同様の傾向が見られる。
（2）�死者・行方不明者数との関係
　図12と図13は，図 5と同様に台風の上陸時の両
工率とその台風による死者・行方不明者数を両対
数の散布図にプロットしたものである。図12には
強風工率，図13には等圧線工率を用いている。な
お，強風半径に用いるデータが1977年からである
ため，図のデータ期間も1977～2023年とし，期間
の区分もおよそ15年ごと（1977～1990年，1991～
2005年，2006～2023年）として，等圧線工率に関
する図は図 5とは異なる，図13として描き直して
いる。
　調査した全期間において，強風工率が大きくな
れば死者・行方不明者数が増加するという傾向が
見られる。また，2006～2023年の相関係数（R）
が他期間に比べ小さくなっていることから，近年
はその傾向がやや不明瞭であるといえる。また，
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図10　 1977～2023年に上陸した台風についての
上陸時の等圧線半径と強風半径の関係

回帰直線の式，相関係数（R）を左上部分に記載する。
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図11　 1977～2023年に上陸した台風についての
上陸時の等圧線工率と強風工率の関係

回帰直線の式，相関係数（R）を左上部分に記載する。
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回帰直線が近年になるに従いグラフの下部に移動
していることから，近年になるにつれて同じ強風
工率の台風による死者・行方不明者は少なくなっ
ているといえる。
　この傾向は同期間における等圧線工率において
も同様にいえ，またそれぞれの年代の相関係数

（R）の値より，強風工率を勢力としたものの方が
差は大きくないとはいえ等圧線工率よりわずかに
値は高く，等圧線工率の代わりに強風工率を用い
て台風の勢力を評価し，被害を見積もることは十
分可能と考えられる。今後上陸する台風について
近年（2006～2023年）の関係をもとに，例えば約
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図13　 1977～2023年に日本に上陸した台風の上陸時等圧線工率と死者・行
方不明者数の関係

3期間に分け，それぞれ凡例の通りのプロット記号，線を用いて散布図，回帰直線
を描いている。また，それぞれの期間における上陸台風の数（N），回帰直線の式，
相関係数（R）を左上部分に記載する。
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図12　 1977～2023年に日本に上陸した台風の上陸時強風工率と死者・行方
不明者数の関係

3期間に分け，それぞれ凡例の通りのプロット記号，線を用いて散布図，回帰直線
を描いている。また，それぞれの期間における上陸台風の数（N），回帰直線の式，
相関係数（R）を左上部分に記載する。
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3.0×1013 J/sの工率を持つ台風が上陸したときに，
およそ 4名の死者・行方不明者が出る可能性があ
る［4］，というように上陸時の強風工率からおおよ
その被害を見積もることは可能と考える。

4 ．�まとめ
　台風による外力の規模と災害の規模の関係を示
すために，台風の勢力を過去の研究で用いられて
いた簡便な指標である工率（等圧線工率）で算出
した。上陸時の等圧線工率を台風の勢力として，
死者・行方不明者数との関係を1951～2023年に日
本に上陸した台風について比較し，調査した。
　また，等圧線工率はその算出に用いる，等圧線
半径の導出に作業者による相違が生じるため，よ
り一意な値となる簡便な指標として台風の中心気
圧および強風半径から算出される強風工率を用い
ることを検討，等圧線工率の結果と比較した。そ
の結果，以下が得られた。
・ 全期間（1951～2023年）において，勢力が強く
（等圧線工率が大きく）なるとともに死者・行
方不明者数が増加する傾向が見られた。これは
先行研究で見られた傾向と同様のものであり，
先行研究では調査されていない1990年代以降も
傾向が継続しており，近年においても上陸時の
勢力（等圧線工率）からおおよその被害を見積
もることは可能であると考えられる。
・ 時代別の比較より，近年になるにつれて同じ勢
力（等圧線工率）で上陸する台風による死者・
行方不明者は減っていく傾向も見られた。
・ 上陸した台風の勢力に時代による大きな変化は
見られない。しかし，主に1950～60年代に上陸
していた特に勢力の強い台風（工率 15.0×
1013 J/s以上）は，それ以降の期間については
ほぼ上陸していない。このため，今後このよう
な勢力の台風が上陸したときにどのくらいの被
害が生ずるかを見積もることはできない。
・ 台風の中心気圧および強風工率を勢力の指標と
した場合も，等圧線工率を指標とした場合とほ
ぼ変わらず，上記の傾向が見られた（1977年以
降を対象とする強風工率については， 3点目の
特徴は除外される）。このため，台風の被害を

見積もるために，等圧線工率よりも簡素に算出
が可能な中心気圧および強風工率を用いること
は有効だと考えられる。
　台風による災害が懸念される際に，その台風が
接近 ･上陸した場合にどの程度の被害が起こりう
るかを見積もることができれば，一定の裏付けを
持った注意喚起を促す災害情報となることが期待
される。こうした見積もりにはより高度な手法も
考えられるが，災害情報として広く社会に伝える
ことを考慮すると，多くの人がその内容を理解し
うる簡単な手法にも意義があると考える。本調査
で検討した被害の見積もりは，若干の数学的な処
理が必要ではあるが，中心気圧と強風半径という，
台風接近時に広く伝えられている情報だけで算出
可能であり，見積もり方の説明が比較的容易であ
ると考えられる。台風に伴う被害軽減のための簡
易な災害情報のひとつとして有効であろう。
　本調査で用いた指標は，気圧によるもの，つま
り外力としては風によるものを評価している。し
かし，台風による被害は風による暴風害，波浪害，
高潮害などに加え，雨による土砂災害，洪水害，
浸水害によってももたらされ，牛山・他（2021）
は，1999～2018年の風水害に伴う死者・行方不明
者数の約 9割は洪水または土砂災害によるもので
あるとしている。例えば，2011年台風第12号は，
勢力としては比較的に弱いものであったが，死
者・行方不明者数は97名と近年（1991～2023年）
では最大の被害が生じた。この台風の勢力と被害
を示したマーク（▲）を等圧線工率について図 5
に丸で囲んでいるが，台風の勢力と死者・行方不
明者数の近年の分布からは外れている。
　雨による外力を評価する方法としては，上陸し
た台風による総降水量を水の重さである「億トン」
で求め評価したもの（関口（1964））があり，近年
においては，雨量による土砂災害，浸水害，洪水
害の指数も開発されている（気象庁大気海洋部気
象リスク対策課（2023））。ただ，本調査で台風の
勢力を評価した指標については，外力としては風
によるもののみを評価しているが，一般に台風が
大きければ，また強ければその雨量も多くなるで
あろうということも考えることが可能であり，雨
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による外力と全く無縁とは言い切れない。しかし，
台風の速度や前線の影響，地形の効果により小さ
い，または弱い台風によるものでも雨量が多くな
ることも考えられる。中心気圧や工率と雨量の関
係，ならびに被害との関係を明らかにすることは
今後の課題と考えている。

補注
［ 1］ 高橋（1951）では半径 Rを111 km単位として

立式しているが，本稿では km単位に修正し
式変形している。

［ 2］ 上陸時とは，台風が上陸した時刻（日本時）
より前の03，09，15，21時のいずれかの時刻
とする。例えば，「01時ごろ」に上陸した台風
の上陸時は前日21時，「09時前」であればその
日の03時となる。

［ 3］ 面積の算出には GISを利用することも考えら
れたが，本研究では導入することができず，
本手法を用いている。

［ 4］ 3.1（4）とは期間および工率の値が異なるため，
見積もられる死者・行方不明者数も若干異な
る。
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要 旨

　台風の強さと被害規模の関係性を示すため，中心気圧と台風の大きさを組み合わせた単純な
指標で台風の強さを算出し，死者・行方不明者数との関係性を調べた。また，台風の中心気圧
との関係性も調べた。両指標は死者・行方不明者数と相関関係にあり，台風の勢力が大きいほ
ど被害が大きいという関係がみられ，これは1980年代以前の台風を対象に行われた先行研究と
同様な結果だった。また，時代を経るほど，同じぐらいの強さの台風による被害は少なくなっ
ており，近年の台風についても同様であった。
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